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習近平国家主席は 2018 年 11 月 17 日、パプアニューギニアで開かれたアジア太平洋経
済協力会議（APEC）に出席し、講演の中で次のように語った10。 
 














この構想の発表当初は、そのまま英語に翻訳した “One Belt One Road” だった。 







































































こうした傾向は、2018 年から 2019 年にかけて公表された米国の二つの戦略文書からも
読み取れる。 





















































ク（RIMPAC: Rim of the Pacific Exercise）2018」への中国の招待を取り消したことは、その
例と言える。中国が南シナ海で、人工島の軍事化をやめないことへの報復措置だ。 
こうした「分断論」に対して中国は強く反発している。 


























































































































































現可能性は次第に大きくなっている。米国が、「主要な防衛パートナー（“a Major Defense 
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とはいえ、モディは就任以来非常に精力的に外遊を繰り返し、就任後 4 年間で 35 回の
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例えば、2009年 6月 25日（木）午前 6時頃、海上自衛隊第 4護衛隊（呉）所属「うみ
ぎり」が、沖縄本島の西南西約 170kmの太平洋を北西進する中国海軍のルージョウ級ミサ

















































































これに代わって、遼寧省海事局は 5 月 10 日午後、渤海湾および黄海北部海域における航
海禁止の期間を、4日から 11日という期間から延期し、11日から 18日とすると発表した。
試験航海に併せて発布された、大連付近海域への船舶進入禁止令が一週間延期されたこと













現在の建造状況に鑑みれば、2019 年に進水し、2020 年に試験航海を開始して、2020 年
あるいは 2021年に就役する可能性がある。002型空母は、米国の空母と同様に蒸気カタパ
ルトを備えた、フラットで発艦用と着艦用に角度をつけた飛行甲板を有する空母となると






































































水して以降、2 番艦が進水するまでに 4 年近くの時間を要している。2 番艦が進水してか
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構築支援を強化するために 5 年間で 15 億ドルの資金提供を行うことが示された。また、
中国が圧力を強める台湾を支援するため、防衛装備品の定期的な提供が持ち込まれた20。 
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島と尖閣諸島については島を囲む直線基線を引いている。これに対して、2017 年 8 月 28・
29 日に米中政府間で行われた、「米中海洋及び極地問題年次対話」（U.S.-China Dialogue on 


















そして、条約 47 条は、その地理的条件として特につぎのことを定めている。第 1 に、群
島基線の内側に主要な島があり、かつ、群島基線の内側の水域の面積と陸地の面積との比
率が 1 対 1 から 9 対 1 までの間のものとなることである。第 2 に、群島基線の長さは、100
海里を超えないことである。ただし、いずれの群島についても、これを取り囲む基線の総





































排除される。それ以外の解釈は、7 条と 47 条の条件を無意味なものにしてしまうからであ
る。またこの規則からの逸脱が、国連海洋法条約の明示的規定からの離脱を許容する、新
しい慣習国際法を形成したという証拠は見当たらないという。 






















初期に見られた一つの流れは、7 条の直線基線を正当化根拠とする論考である。  














ること、領海が陸に緊密に依存していることが常に基本原則になる（the close dependence of 
the territorial sea upon the land domain will always be the essential principle）としている24。ただ
しこの論文は直線基線を引く条件を明らかにしておらず、中国がスプラトリー諸島やその
他の島に直線基線を引くことができるかも検討していない。 

























2018 年 5 月の中国国際法学会が出した『南海仲裁案裁决之批判』（英文版：The South China 
Sea Awards: A Critical Study）では、こちらの立場が取られている。これは中国国際法学会
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す環インド洋地域協力連合（Indian Ocean Rim-Association for Regional Cooperation: IOR-ARC）
の原加盟国であり、またこの地域制度の設立に積極的な姿勢をとった国々でもある。これ
らの二国の外交的射程の中にはもともとインド洋が重要な海洋領域として位置付けられて
いたとも言える。なお、IOR-ARCは 2013年に環インド洋地域協力連合（Indian Ocean Rim 
Association: IORA）と名称変更されて現在に至っている。IORAにはインドネシア、マレー

























第６章 「インド太平洋」の多様性：ASEAN からの視点 
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所（The Centre for Strategic and International Studies: CSIS）のグローバル・ダイアローグに
おいて、ASEANサイドからのインド太平洋協力に関する構想の概要を示した12。レトノ外
相は、インド太平洋における競争・対立の高まりに対する懸念を示し、その上で、ASEAN








示と言及は、だいたいこの議論のラインに沿って行われている。例えば 2018 年 8 月のシ









トノ外相の提示した基本線を踏襲している。他方、2014 年の EAS でジョコ自身が提唱し












戦略的な場（a single geo-strategic theatre）となっていること、そして ASEANがこの地域の
戦略的発展と変化に積極的に対応すべきこと、またこの地域の進歩を促すドライバーであ
るべきことを強調している。すなわち、レトノ外相は、インドネシア代表として、ASEAN

























2019 年 1 月に開催された ASEAN 外相リトリートで採択された議長声明では、ASEAN
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カッター2 隻がフィリピン海軍へと譲渡された。2013 年 12 月にはジョン・ケリー国務長





































も FPDA の枠組みのもと実施される演習の１つである。FPDA 以外では、タイ海軍とオー
ストラリア海軍の間の相互運用性を高め、海上での戦闘技術の精度を上げることを目的と
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